

























─  平成30年西日本豪雨被災地域の事例に焦点を当てて  ─
Implementation of Post-Disaster Education 
at Elementary Schools Analysis
― Focusing on the Case of an Elementary School in the Area Affected by the 
2018 Torrential Rain Disaster in Western Japan ―
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対象校は，2018（平成 30）年 7 月の西日本豪雨災害被災地域の小学校に協力を依頼した。3
Ⅱ-2　対象校の被災状況
2018（平成 30）年 7 月 6 日に発生した西日本豪雨災害における対象校の地区は，死者・行方
不明者 16 名，家屋の被災状況は，総戸数 796 件のうち 658 件という被害となった。対象校では，
57 名の在籍児童の内，9 割が被災し，本研究実施時の 2019（平成元）年 12 月時点においても 1
名が仮設住宅で生活している。災害時には学校敷地内に瓦礫や泥が流入するとともに，校舎は避難









































（1）　対象児童　第 5 学年（男子 3 名，女子 6 名）
（2）　実施期間　2019 年 7 月～ 2019 年 2 月































































課題の設定 2 時間 ①これまでの学習を振り返り，課題をもつ。







































































































































児童の聞き取り活動によって，K 地区で暮らしている方 58 人，仮設住宅で暮らしている方 16 人，










































































































単元実施前（2019 年 5 月）及び単元終了時（2019 年 12 月）に対象学級の児童に質問紙による
調査を実施した（表 2）。調査項目は「総合的な学習の時間に関すること（9 項目）」と「本単元の
復興共育に関すること（5 項目）」の 14 項目を 4 件法（4 よくあてはまる，3 ややあてはまる，2
あまりあてはまらない，1 まったくあてはまらない）を用いて実施した 5。

















方法や手順を考え，計画を立て，見通しをもつことができます。」では 9 名中 8 名の児童が肯定的
な回答をしているが，そのうち「よくあてはまる」は 1 名であった。単元終了時（2019 年 12 月）
の調査結果としては，学習のプロセスに関する項目については 9 名全員が肯定的な回答となった。
また「課題を解決していくために解決方法や手順を考え，計画を立て，見通しをもつことができま













「復興共育に関すること 5 項目」において，単元開始前の肯定的な回答は「K 地区の復興・発展
のために，自分たちが取り組みたいことを考えることができます。」55.5％（よくあてはまる 3 名，
ややあてはまる 2 名　計 5 名），「K 地区の文化伝承・災害伝承・地域への貢献などを意識すること











































































































































成 30）年度及び 2019（平成 31）年度当時の校長吉岡哲哉氏，並びに旧職員の方々には貴重な取
り組みを資料としてご提供頂きました。ここに記し，深謝申し上げます。
